
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

全 体 財 務 書 類 



 
 
  

（単位：百万円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 605,747 固定負債 279,785

有形固定資産 586,211 地方債 185,566

事業用資産 229,602 長期未払金 -

土地 123,663 退職手当引当金 16,712

立木竹 37 損失補償等引当金 33

建物 183,769 その他 77,475

建物減価償却累計額 △ 85,496 流動負債 23,322

工作物 35,691 １年内償還予定地方債 17,107

工作物減価償却累計額 △ 28,576 未払金 2,113

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 0

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 1,391

航空機 - 預り金 1,016

航空機減価償却累計額 - その他 1,696

その他 - 303,107

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 515 固定資産等形成分 610,279

インフラ資産 343,092 余剰分（不足分） △ 279,628

土地 93,432

建物 22,183

建物減価償却累計額 △ 10,263

工作物 399,191

工作物減価償却累計額 △ 175,768

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 14,316

物品 44,274

物品減価償却累計額 △ 30,758

無形固定資産 3,997

ソフトウェア -

その他 3,997

投資その他の資産 15,539

投資及び出資金 1,396

有価証券 218

出資金 1,178

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 2,177

長期貸付金 4,088

基金 7,916

減債基金 2,079

その他 5,837

その他 137

徴収不能引当金 △ 174

流動資産 28,011

現金預金 19,841

未収金 3,311

短期貸付金 148

基金 4,384

財政調整基金 4,384

減債基金 -

棚卸資産 119

その他 328

徴収不能引当金 △ 119 330,651

633,757 633,757

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計

全体貸借対照表
(令和5年3月31日現在)



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：百万円）

金　　　額

経常費用 164,875

業務費用 81,047

人件費 24,900

職員給与費 16,445

賞与等引当金繰入額 999

退職手当引当金繰入額 1,790

その他 5,666

物件費等 52,663

物件費 29,655

維持補修費 6,659

減価償却費 16,199

その他 151

その他の業務費用 3,485

支払利息 1,919

徴収不能引当金繰入額 202

その他 1,364

移転費用 83,827

補助金等 23,548

社会保障給付 60,229

他会計への繰出金 -

その他 50

経常収益 23,052

使用料及び手数料 21,432

その他 1,620

純経常行政コスト 141,823

臨時損失 496

災害復旧事業費 66

資産除売却損 297

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 133

臨時利益 125

資産売却益 26

その他 99

純行政コスト 142,193

全体行政コスト計算書
自　令和　４年　４月　１日
至　令和　５年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



 

（単位：百万円）

合計
固定資産等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 332,122 611,774 △ 279,652

純行政コスト（△） △ 142,193 △ 142,193

財源 141,787 141,787

税収等 85,000 85,000

国県等補助金 56,787 56,787

本年度差額 △ 407 △ 407

固定資産の変動（内部変動） △ 430 430

有形固定資産等の増加 13,880 △ 13,880

有形固定資産等の減少 △ 16,015 16,015

貸付金・基金等の増加 6,136 △ 6,136

貸付金・基金等の減少 △ 4,430 4,430

資産評価差額 △ 0 △ 0

無償所管換等 △ 1,065 △ 1,065

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 1,471 △ 1,495 23

本年度末純資産残高 330,651 610,279 △ 279,628

科　　　　　　　　　目

全体純資産変動計算書
自　令和　４年　４月　１日
至　令和　５年　３月３１日



 

（単位：百万円）

金　　　額

【業務活動収支】

業務支出 147,294

業務費用支出 64,200

人件費支出 24,832

物件費等支出 36,123

支払利息支出 2,033

その他の支出 1,213

移転費用支出 83,094

補助金等支出 22,815

社会保障給付支出 60,229

他会計への繰出支出 -

その他の支出 50

業務収入 158,966

税収等収入 79,906

国県等補助金収入 54,689

使用料及び手数料収入 21,441

その他の収入 2,930

臨時支出 201

災害復旧事業費支出 66

その他の支出 135

臨時収入 112

業務活動収支 11,582

【投資活動収支】

投資活動支出 17,971

公共施設等整備費支出 9,053

基金積立金支出 3,584

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 5,330

その他の支出 5

投資活動収入 13,058

国県等補助金収入 4,559

基金取崩収入 2,607

貸付金元金回収収入 5,641

資産売却収入 100

その他の収入 151

投資活動収支 △ 4,913

【財務活動収支】

財務活動支出 21,709

地方債償還支出 16,821

その他の支出 4,887

財務活動収入 14,456

地方債発行収入 14,456

その他の収入 -

財務活動収支 △ 7,253

本年度資金収支額 △ 584

前年度末資金残高 19,480

本年度末資金残高 18,897

前年度末歳計外現金残高 953

本年度歳計外現金増減額 △ 9

本年度末歳計外現金残高 944

本年度末現金預金残高 19,841

全体資金収支計算書
自　令和　４年　４月　１日
至　令和　５年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



全体財務書類 注記 

１ 重要な会計方針 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

     ただし、道路、河川及び水路の敷地については、備忘価格1円で評価しています。 

   イ 昭和60年度以降に取得したもの 

     取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

     取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

     ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地については、備忘価格1円としています。 

  ② 無形固定資産・・・取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

    取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

（２） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格がないもの・・・取得原価 

  ③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格がないもの・・・出資金額 

（３） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  個別法による低価法 

ただし、公営企業会計においては以下のとおりです。 

貯蔵品・・・先入先出法による原価法 

（４） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

  建物 １4年～50年 

  工作物 7年～50年 

  物品 2年～20年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

   （ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１

件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 



 ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

（５） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体会計に対するものについて、実質価額が著しく低下

した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去５年の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去５年の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規

則する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、

それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（６） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下

のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 イ ア以外のファイナンス・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

（７） 資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（山形市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法と

して規定した預金等をいいます。） 

  なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

（８） 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税込方式によっています。ただし、一部の連結対象会計については、税抜方式によっ

ています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

（１） 会計方針の変更 

該当ありません。 

（２） 表示方法の変更 

該当ありません。 

（３） 資金収支計算書における資金の範囲の変更 



該当ありません。 

 

３ 重要な後発事象 

（１） 主要な業務の改廃 

該当ありません。 

（２） 組織・機構の大幅な変更 

該当ありません。 

（３） 地方財政制度の大幅な改正 

該当ありません。 

（４） 重大な災害等の発生 

該当ありません。 

 

４ 偶発債務 

（１） 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

（単位：百万円） 

団体（会計）名 
確定債務 

総額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等引当金 

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

山形市都市振興公社 - 33 - 33 

計 - 33 - 33 

（２） 係争中の訴訟等 

該当ありません。 

 

５ 追加情報 

（１） 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計、区画整理事業会計、母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計、水道事業会計、下水道事業会計、

病院事業会計、国民健康保険事業会計、後期高齢者医療事業会計、介護保険事業会計、駐車場事業会

計、公設地方卸売市場事業会計、農業集落排水事業会計 

（２） 地方自治法235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金

の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

    なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間に現金

の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

（３） 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

（４） 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

    ア 範囲 



      現在活用されていない普通財産 

    イ 内訳 

      事業用資産       1,047百万円     

        土地  1,047百万円 

   令和5年3月31日時点における売却可能価額は、貸借対照表における簿価を記載しています。 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

附 属 明 細 書 



 

 

 

 

  

 

 

 

１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：円）

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

事業用資産 341,532,671,732 5,879,141,644 3,737,252,934 343,674,560,442 114,072,403,726 4,883,977,822 229,602,156,716

　土地 123,824,380,440 37,026,861 198,880,885 123,662,526,416 0 0 123,662,526,416

　立木竹 37,151,324 0 0 37,151,324 0 0 37,151,324

　建物 180,499,875,465 3,785,830,240 517,152,968 183,768,552,737 85,496,138,790 4,311,676,206 98,272,413,947

　工作物 35,381,945,702 403,657,143 94,171,880 35,691,430,965 28,576,264,936 572,301,616 7,115,166,029

　船舶 0 0 0 0 0 0 0

　浮標等 0 0 0 0 0 0 0

　航空機 0 0 0 0 0 0 0

　その他 0 0 0 0 0 0 0

　建設仮勘定 1,789,318,801 1,652,627,400 2,927,047,201 514,899,000 0 0 514,899,000

インフラ資産 521,108,327,912 11,277,006,915 3,262,632,158 529,122,702,669 186,030,385,501 8,870,483,295 343,092,317,168

　土地 92,713,693,740 722,946,097 4,373,577 93,432,266,260 0 0 93,432,266,260

　建物 22,165,157,211 22,108,900 3,867,207 22,183,398,904 10,262,535,842 455,818,997 11,920,863,062

　工作物 393,839,455,395 5,764,406,252 413,091,384 399,190,770,263 175,767,849,659 8,414,664,298 223,422,920,604

　その他 0 0 0 0 0 0 0

　建設仮勘定 12,390,021,566 4,767,545,666 2,841,299,990 14,316,267,242 0 0 14,316,267,242

物品 44,114,150,578 1,505,521,951 1,345,724,020 44,273,948,509 30,757,808,312 1,446,012,886 13,516,140,197

合計 906,755,150,222 18,661,670,510 8,345,609,112 917,071,211,620 330,860,597,539 15,200,474,003 586,210,614,081

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 169,382,902,554 1,389,388,210 7,719,647,940 1,142,349,592 17,514,500,486 4,965,143,525 27,488,224,409 229,602,156,716

　土地 83,338,212,301 125,552,000 2,899,582,369 814,547,216 15,382,523,878 1,601,981,459 19,500,127,193 123,662,526,416

　立木竹 0 0 0 0 0 0 37,151,324 37,151,324

　建物 80,410,247,562 1,210,087,245 4,791,106,830 212,504,596 1,798,681,304 2,010,587,477 7,839,198,933 98,272,413,947

　工作物 5,175,410,691 763,965 28,958,741 115,297,780 330,413,304 1,352,574,589 111,746,959 7,115,166,029

　船舶 0 0 0 0 0 0 0 0

　浮標等 0 0 0 0 0 0 0 0

　航空機 0 0 0 0 0 0 0 0

　その他 0 0 0 0 0 0 0 0

　建設仮勘定 459,032,000 52,985,000 0 0 2,882,000 0 0 514,899,000

インフラ資産 342,377,444,067 0 5,664,328 702,245,201 6,963,572 0 0 343,092,317,168

　土地 93,213,728,926 0 0 218,537,334 0 0 0 93,432,266,260

　建物 11,573,930,131 0 0 346,932,931 0 0 0 11,920,863,062

　工作物 223,273,517,768 0 5,664,328 136,774,936 6,963,572 0 0 223,422,920,604

　その他 0 0 0 0 0 0 0 0

　建設仮勘定 14,316,267,242 0 0 0 0 0 0 14,316,267,242

物品 9,770,185,795 398,037,138 2,031,663,061 14,139,182 7,567,232 356,391,381 938,156,408 13,516,140,197

合計 521,530,532,416 1,787,425,348 9,756,975,329 1,858,733,975 17,529,031,290 5,321,534,906 28,426,380,817 586,210,614,081


